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寄附金該当性をめぐる
判決・裁決

はじめに

法人税法上、寄附金、拠出金、見舞
金その他いずれの名義をもってするか
を問わず、内国法人が金銭その他の資
産又は経済的な利益の贈与又は無償の
供与をした場合は、寄附金課税の対象
とされます（法法３７⑦）。
ただし、広告宣伝及び見本品の費用
その他これらに類する費用並びに交際
費、接待費及び福利厚生費とされるべ
きものは寄附金には該当しません。
今回は、寄附金該当性について争わ
れた判決・裁決をTAINSで検索して
みました。

Ⅰ 広告宣伝費

平２４．１．３１東京地裁判決
（棄却）（原告控訴）Z８８８－１６７７

＜事案の概要＞
眼科診療所を営む医療法人（原告）
は、眼鏡及びコンタクトレンズの販売
を目的とする関連法人(B社）が行っ
た広告宣伝費を一部負担し、その全額
を損金の額に算入しました。この事案
は、処分行政庁が、広告宣伝費の一部
負担は、寄附金に該当するとして更正
処分等を行ったことから争われたもの
です。
＜裁判所の判断＞
東京地裁では、次のとおり、寄附金
に該当すると判断しました。

１．広告宣伝費の範囲
ある法人の支出が当該法人の広告の
費用（広告宣伝費）であると認められ
るためには、その支出の対価として提
供された役務が、客観的にみて、その
受け手である不特定多数の者に対し当
該法人の事業活動の存在又は当該法人
の商品、サービス等の優越性を訴える
宣伝的効果を意図して行われたもので
あると認められることが必要である。

２．共同広告と負担割合
① 本件広告宣伝に係る折込チラシ等

は、B社の宣伝的効果を意図して行わ
れたものであり、原告の名称、その眼
科診療所の名称、所在地、電話番号等
の記載は一切存在しないことによれば、
原告の宣伝的効果を意図して行われた
ものであると認めることはできない。
② 折込チラシ等の辺縁部には、「…眼
科専門医の指導による診察に基づき販
売…」、「眼科クリニック同一フロア」
などの広告宣伝文言が掲載されている
が、客観的にみると、それらの記載は
専らB社が販売し又は提供する商品又
はサービスの優越性を訴える宣伝的効
果を有するものであって、原告の事業
活動の存在又は原告が提供する医療サ
ービスの優越性を訴える宣伝的効果を
意図するものとは認め難い。
③ そして、このことからすれば、本件
広告宣伝は、客観的にみて、原告の広
告宣伝としての性質を有しておらず、
原告とB社との共同事業について行わ
れた共同広告であるとはいえない。
④ 原告とB社との間において広告宣
伝費の分担に関する取決めがされてい
たことは、本件全証拠によってもこれ
を認めるに足りない。

３．寄附金該当性
本件広告宣伝費は、各事業年度の末
において、Aグループに属する法人で
ある原告及びB社の損益の状況を見な
がら、その間の利益調節のために原告
からB社に対し対価なくして譲渡又は
供与されたものであって、原告からB
社に贈与又は無償で供与された金銭又
は経済的な利益であると認めることが
でき、通常の経済取引として是認する
ことができる合理的理由が存在しない
から、本件広告宣伝費は法人税法３７条
の寄附金に該当する。

Ⅱ 仕入単価の変更

平２１．８．２１非公開裁決
（全部取消し）F０－２－３５９

＜事案の概要＞
本件は、原処分庁が、審査請求人が

子会社からの仕入れの額を一括値増し
又は単価の増額変更により増額したこ
とは、子会社に対する寄附金に該当す
るなどとして法人税の更正処分等を行
ったことから争われたものです。
＜審判所の判断＞
① 法人税法３７条の寄附金とは、その
名義にかかわらず、金銭その他の資産
又は経済的利益の贈与又は無償の供与
のことであり、法人の事業に関連する
か否かを問わず、法人が行う対価性の
ない支出をいう。
② 同一企業グループを構成している
会社間の支出であっても、法人ごとの
経済的実質に基づき、その対価性を判
断すべきである。
③ 請求人は、同一企業グループを構
成する子会社との間の仕入れ値増し及
び単価設定に係る金額を部材の購入に
係る対価として仕入金額に計上し支出
したものであるが、部材の価格決定方
法及び価格自体がいずれも合理的であ
り、仕入れ値増し及び単価設定に係る
金額も対価の一部として合理的なもの
と認められること、並びに、その理由
が取引価格の変更あるいは修正である
ことから、同金額は寄附金には該当し
ない。

Ⅲ 福利厚生費

平３．７．１８裁決
（全部取消し）J４２－３－０５

＜事案の概要＞
審査請求人(X社）は、グループ３
社の共同社員旅行に係る負担額
５００，０００円を福利厚生費として損金の
額に算入しました。
原処分庁は、X社に専属する者とし
て社員旅行に参加した役員２名はA社
の役員をも兼ねていることからA社と
折半することとして、X社の負担すべ
き額を算定し、本件負担額のうち
３５１，８８９円は寄附金に該当するとの更
正処分等を行いました。
＜審判所の判断＞
審判所では、次のとおり判断し、更

正処分等の全部を取り消しました。
① 企業グループに属する関係会社が
共同して行事を行う場合、その共同行
為により生じた経費は、合理的な基準
により関係会社に配分されることを要
するが、その配分比率は、必ずしも算
術的に平等である必要性はなく、合理
的な理由がある限り傾斜配分すること
も認められると解される。
② 社員旅行の参加者１人当たりの費
用の額は１８３，７７１円と算定されるこ
と、参加者のうちX社の業務に常時従
事していた者は３名であること及び企
画立案・手配等をA社が行っているこ
と等の事実を考え併せると、上記３名
の全員がA社の役員及び使用人を兼務
しているとはいえ、本件負担額は著し
く合理性を欠いた配分によるものとは
認められない。
③ また、社員旅行は、従業員の福利
厚生を目的とするレクリエーションと
して社会通念上一般的に行われている
程度のものと認められるから、本件負
担額は、その全額を福利厚生費として
損金の額に算入するのが相当である。

おわりに

関連会社間で、費用等の負担をする
場合は、寄附金の対象とならないよう
に、予め合意に基づき合理的な負担割
合を定めておくことがポイントになる
と思われます。
平成２４年１月３１日東京地裁判決にお
ける広告宣伝費の範囲については、新
聞広告等を見る限り、厳し過ぎるよう
な気もします。
TAINSで、寄附金に関する判決・
裁決を検索する場合の漢字キーワード
は、「寄附金」ですが、収録件数が多い
ので、さらに、「広告宣伝費」「福利厚生
費」などで絞り込んでください。

収録内容に関するお問合せはデータ

ベース編集室へ

TEL：０３－５４９６－１４１６

２０１３年〔平成２５年〕１１月１日〔金曜日〕 東 京 税 理 士 界 〔第三種郵便物認可〕 Volume No.682【８】


